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情報通信産業の動向 第2節

●�情報通信産業の市場規模は、全産業中で最大規模の
約1割

　平成 21 年の情報通信産業の市場規模（名目国内生
産額）は 87.7 兆円で全産業の 10.0%を占めており、
情報通信産業は、全産業の中で最大規模の産業である

（図表 4-2-1-1）。その推移をみると、平成 16 年以降
は増加傾向にあったが、平成 20 年には他の多くの産
業と同様に減少し、平成 21 年は前年に続き減少して
いる（図表 4-2-1-2、図表 4-2-1-3）。
　情報通信産業を、「コンテンツ・アプリケーション 1」

「プラットフォーム 2」「通信 3」「端末 4」の 4 つの垂
直的なレイヤー構造としてとらえ、各レイヤーの市場
規模をみると、「コンテンツ・アプリケーション」が
約 33 兆円、「プラットフォーム」が約 5 兆円、「通信」
が約 18 兆円、「端末」が約 19 兆円という結果 5 になっ

た（図表 4-2-1-4）。このうち、コンテンツ・アプリケー
ションレイヤーにおける BtoC EC、モバイルコンテ
ンツ・コマース、SNS・ブログ関連、システムメンテ
ナンス、更にプラットフォームレイヤーの大部分につ
いては、年平均で 10%を超える成長分野となってい
る。
　一方、平成 12 年価格による平成 21 年の主な産業
の市場規模（実質国内生産額）の推移をみると、情報
通信産業は他の産業と同様に大きく減少している（図
表 4-2-1-5）。情報通信産業の市場規模（実質国内生
産額）は、平成 7 年以降初めて減少しており、前年
比 4.3%減の 125.7 兆円であった（図表 4-2-1-6）。
なお、平成 7 年から平成 21 年までの年平均成長率は
4.2%であった。

 （1）市場規模（国内生産額）

情報通信産業の動向第　   節2
情報通信産業の経済規模1

情報通信
産業
87.7兆円
10.0％

電気機械（除情報通信機器）
24.1兆円　2.7％

建設（除電気通信施設建設）
55.3兆円　6.3％

卸売
49.3兆円　5.6％

運輸
35.7兆円　4.1％

小売
32.9兆円　3.7％

鉄鋼
23.8兆円　2.7％

輸送機械
42.9兆円　4.9％

全産業の
名目市場規模
（平成21年）
879.7兆円

その他の産業
528.0兆円
60.0％

主な産業の市場規模（名目国内生産額）（内訳）（平成 21 年）図表 4-2-1-1

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

1  情報通信に関わるサービスやコンテンツの制作及び供給に関わる事業、情報通信システムに関するアプリケーションやソフトウェアの開発・運用
等に関わる事業に該当する事業領域

2  ユーザー認証、機器（端末）認証、コンテンツ認証などの各種認証機能、ユーザー認証機能、課金機能、著作権管理機能、サービス品質制御機能
などを提供する事業領域。なお、固定通信、移動通信、放送の各サービスに含まれるプラットフォーム機能（課金、認証等）はすべて「ネットワー
ク」へ、コンテンツやアプリケーションの専業事業者が担うプラットフォーム機能はすべて「コンテンツ・アプリケーション」へ、それぞれ便宜
的に配分しているため、やや過小評価となっている

3  通信と放送を含むネットワークを経由した伝送事業に該当する事業領域
4  ユーザーが利用する情報通信端末の製造事業に関する事業領域
5  市場規模算定に際して用いたソースについては付注 9 を参照。なお、情報通信産業連関表における「情報通信産業」とは異なる手法により算定し

ているため注意を要する
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※　橙色の箇所は平成17～21年の年平均成長率が10％超の分野

コンテンツ・アプリ
ケーションレイヤー
（約32.99兆円）

プラットフォーム
レイヤー

（約5.11兆円）

通信レイヤー
（約17.63兆円）

端末レイヤー
（約18.97兆円）

受注ソフトウェア開発　7.67兆円
業務用パッ
ケージ
0.63兆円

映画・ビデオ制作・配給　1.21兆円
新聞　2.03兆円
出版　1.76兆円
ニュース供給　0.37兆円
情報提供サービス　2.21兆円
ゲームソフト　0.76兆円
インターネット広告　0.87兆円

BtoC EC　6.43兆円
モバイルコンテンツ
　0.55兆円

モバイルコマース　0.97兆円
SNS/ブログ　0.09兆円

仮想世界サービス　0.01兆円
オークション　0.86兆円

その他ソフト
ウェア
1.44兆円

専用線等
0.69兆円

通信ケーブル
0.18兆円

電話機、
交換機等
0.48兆円

ステレオ、
オーディオ等
0.59兆円

磁気テープ・磁気
ディスク等
0.25兆円

プリンタ、
事務用機械等
0.93兆円

オーディオディスク・
テープ等
0.10兆円

液晶デバイス　1.24兆円
電子部品　2.21兆円　半導体　3.05兆円

電池　0.63兆円

携帯電話機、
無線通信装置等
2.15兆円

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器　　2.30兆円
家庭用電気機器　2.12兆円

PC、光ディスク装置等
PC関連機器
2.74兆円

固定音声
3.11兆円

移動音声
4.55兆円

固定データ通信
2.06兆円

移動データ通信
3.74兆円

放送市場
3.48兆円

ISP
0.72兆円

ASP
1.15兆円

ECサイト運営
0.15兆円

統合セキュリティ
サービス
0.011兆円

オンライン
決済
市場
0.29
兆円

電子
マネー
1.52
兆円

電子
認証
サービス
0.011
兆円

データ
センター
1.25
兆円

コンテンツ
配信
基盤
0.013
兆円

システムメンテナンス
5.06兆円

情報処理サービス
0.94兆円

情報通信産業レイヤー別市場規模（名目国内生産額）（平成 21 年）図表 4-2-1-4

（出典）総務省「ICT 基盤の国際比較に関する調査研究」（平成 23 年）

（十億円）

78,221
85,814

92,466 93,425 98,89994,152 98,293 94,823 94,612 94,109 94,279 87,69096,04698,94795,604

（年）
0
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80,000
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21201918171615141312111098平成７

研究情報通信関連建設業情報通信関連サービス業情報通信関連製造業
映像・音声・文字情報制作業情報サービス業放送業通信業

情報通信産業の市場規模（名目国内生産額）の推移図表 4-2-1-3

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（十億円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
情報通信産業
87,690

運輸
35,663

電気機械（除情報通信機器） 
24,148

建設（除電気通信施設建設） 
55,257

卸売
49,258

輸送機械
42,882

小売
32,918

鉄鋼
23,838

21（年）201918171615141312111098平成7

主な産業の市場規模（名目国内生産額）の推移図表 4-2-1-2

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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情報通信産業の動向 第2節

（十億円、平成12年価格）

70,957
79,597

86,682 89,460 92,737
98,899

104,064 105,247
110,753

114,842
120,151

125,708
131,340130,877

124,312

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

21 （年）201918171615141312111098平成７

研究情報通信関連建設業情報通信関連サービス業情報通信関連製造業
映像・音声・文字情報制作業情報サービス業放送業通信業

情報通信産業の市場規模（実質国内生産額）の推移図表 4-2-1-6

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（十億円、平成12年価格）

0

20,000

40,000

60,000

80,000
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140,000

21 （年）201918171615141312111098平成７

情報通信産業
125,708

運輸
37,524
小売
36,741

卸売
53,746

建設（除電気通信施設建設）
59,277

輸送機械
48,922

電気機械（除情報通信機器）
40,438

鉄鋼
28,050

主な産業の市場規模（実質国内生産額）の推移図表 4-2-1-5

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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●�平成 7年以降、一貫してプラス成長していた情報
通信産業の実質GDPは、平成21年においてマイ
ナス成長に転じている

　平成 21 年の情報通信産業の名目 GDP は、対前年
比 6.4%減の 45.8 兆円であった（図表 4-2-1-7）。一方、
情報通信産業の実質 GDP は、平成 7 年以降一貫して
プラス成長を遂げていたが、平成 21 年は初めてマイ
ナス成長となり、対前年比 2.1%減の 71.7 兆円となっ

ている（図表 4-2-1-8）。
　また、平成 7 年から平成 21 年までの主な産業の名
目 GDP の推移をみると、情報通信産業の年平均成長
率は 1.5%と、最も高い成長を示している（図表 4-2-
1-9）。同様に、主な産業の実質 GDP の推移をみると、
情報通信産業は年平均成長率 5.7%と、最も高い成長
を示している（図表 4-2-1-10）。

 （2）国内総生産（GDP）

（十億円）

37,556
41,051 44,049 44,845 44,639 46,355 46,758 46,029 45,935 46,561 46,916 45,84849,00849,44847,779

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

21 （年）201918171615141312111098平成7

研究情報通信関連建設業情報通信関連サービス業情報通信関連製造業
映像・音声・文字情報制作業情報サービス業放送業通信業

情報通信産業の名目 GDP の推移図表 4-2-1-7

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（十億円、平成12年価格）

32,905 37,519
40,956 42,415 43,939

46,355 50,807
52,927 56,686

60,548 64,294
71,68773,26170,67766,587

0

20,000

40,000

60,000

80,000

21 （年）201918171615141312111098平成7

研究情報通信関連建設業情報通信関連サービス業情報通信関連製造業
映像・音声・文字情報制作業情報サービス業放送業通信業

情報通信産業の実質 GDP の推移図表 4-2-1-8

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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情報通信産業の動向 第2節

●�不況により大きくマイナス成長となった日本経済の
実質成長に対し、情報通信産業の寄与度はわずかに
マイナス

　平成 21 年における我が国の実質 GDP 成長率
-6.3%に対して情報通信産業の寄与度は -0.3%であっ

た 6。平成 8 年以降、一貫してプラスに寄与してきた
情報通信産業は、平成 21 年はマイナスに寄与してい
る。実質 GDP 成長率が大幅なマイナスになっている
のに対し、情報通信産業は他の産業と比べて小幅なマ
イナス成長にとどまっている（図表 4-2-1-11）。

●�情報通信産業の雇用者数は、平成17年以降増加傾
向で、情報サービス業の伸びが特に大きい

　平成 21 年の情報通信産業の雇用者数は、413.1 万
人（対前年比 0.7%増）、全産業に占める割合は 7.3%
であった。平成20年と比較すると、情報サービス業（同
3.7%増）、情報通信関連建設業（同 2.0%増）、通信業

（同 1.6%増）、研究（同 0.9%増）、放送業（同 0.9%増）
の雇用者は増加している一方、映像・音声・文字情報
制作業（同 4.9%減）、情報通信関連製造業（同 3.6%
減）、情報通信関連サービス業（1.9%減）の雇用者は
減少している（図表 4-2-1-12）。

（十億円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

21 （年）201918171615141312111098平成7

情報通信産業
45,848

運輸
20,211

小売
24,534

卸売
32,419
建設
（除電気通信施設建設）
27,552

輸送機械
9,918

電気機械
（除情報通信機器）
8,087

鉄鋼
3,414

主な産業の名目 GDP の推移図表 4-2-1-9

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（十億円、平成12年価格）
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21 （年）201918171615141312111098平成7

情報通信産業
71,687

運輸
21,644

小売
27,151

卸売
34,170

輸送機械
11,267

電気機械
（除情報通信機器）
18,769

鉄鋼
3,971

建設
（除電気通信施設建設）
30,817

主な産業の実質 GDP の推移図表 4-2-1-10

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

 （3）経済成長への寄与

 （4）雇用者数
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21 （年）20191817161514131211109平成8－7.0
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－1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

実質GDP成長率その他の産業情報通信産業

実質 GDP 成長率に対する情報通信産業の寄与図表 4-2-1-11

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

6  平成 20 年以前の値については、算出の基となるデータの確報値公表に合わせて再推計を行った。また、平成 21 年の値については、速報値である
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（千人）
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情報通信産業の雇用者数の推移図表 4-2-1-12

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

●�近年増加傾向にあった我が国の情報化投資及び情報
通信資本ストックは、共に減少し、増加率はいずれ
も米国に2倍以上の差をつけられている

　情報化投資について、日本と米国を比較してみると、
2009 年の我が国の実質情報化投資は、対前年比 9.1%
減の 18.9 兆円、民間企業設備投資に占める情報化投
資の比率は 26.4%であった（図表 4-2-2-1）。内訳を
みると、ソフトウェアの占める割合が 47.9%と最も
高く、電子計算機本体・同付属装置が 41.9%、電気
通信機器が 10.3%となっている。一方、2009 年の米
国の実質情報化投資は、対前年比 0.2%減の 5,585 億

ドル、民間企業設備投資に占める情報化投資の比率は
44.5%であった（図表 4-2-2-2）。内訳をみると、電
子計算機本体・同付属装置の占める割合が 42.5%と
最も高く、ソフトウェアが 32.5%、電気通信機器が
25.0%となっている。
　1995 年の日米の実質情報化投資額を 100 として
指数化し、比較すると、1995 年から 2009 年の間の
日本の情報化投資の伸びは 1.85 倍であったのに対し、
米国の伸びは 4.64 倍となっており、米国の情報化投
資の増加率は、日本の約 2.5 倍となっている（図表
4-2-2-3）。

 （1）情報化投資と情報通信資本ストックの現状
情報化投資と経済成長2

（十億円、2000年価格） （％）

（年）200920082007200620052004200320022001200019991998199719961995199419931992199119901989198819871986198519841983198219811980
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000 民
間
企
業
設
備
投
資
に
占
め
る
情
報
化
投
資
比
率

民
間
企
業
情
報
化
設
備
投
資
額

情報化投資額
18.9兆円

47.9％

41.9％

10.3％

情報化投資比率
26.4％

0

5

10

15

20

25

30

電気通信機器 電子計算機本体・同付属装置 ソフトウェア 民間企業設備投資に占める情報化投資比率
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（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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　2009 年の我が国の情報通信資本ストックは、前年
比 1.5%減の 45.8 兆円で、民間資本ストックに占め
る情報通信資本ストックの比率は 3.7%であった（図
表 4-2-2-4）。内訳をみると、ソフトウェアがほぼ半
分の 49.0%を占めており、そのほか、電子計算機本体・
同付属装置が 38.6%、電気通信機器が 12.4%となっ
ている。
　また、2009 年の米国の情報通信資本ストックは、
対前年比5.1%増の1兆2,920億ドル、民間資本ストッ
クに占める情報通信資本ストックの比率は 10.0%で
あった（図表 4-2-2-5）。内訳をみると、電子計算機
本体・同付属装置が 38.3%、ソフトウェアが 32.8%、
電気通信機器が 28.9%となっている。 
　1995 年の日米の情報通信資本ストックを 100 とし
て指数化し、比較すると、1995 年から 2009 年の間
の日本の情報化投資の伸びは 2.16 倍であったのに対
し、米国の伸びは 4.98 倍となっており、米国の情報
化投資の増加率は、日本の約 2.3 倍となっている（図
表 4-2-2-6）。
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米国の実質情報化投資の推移図表 4-2-2-2

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

（2000年価格、1995年＝100として指数化）
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実質情報化投資の推移の日米比較図表 4-2-2-3

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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日本の実質情報通信資本ストックの推移図表 4-2-2-4

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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米国の実質情報通信資本ストックの推移図表 4-2-2-5

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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●�情報通信資本ストックの蓄積が、経済成長と労働生
産性上昇の双方に寄与
ア　情報通信資本ストックの深化と経済成長
　我が国の経済成長率に対する情報通信資本ストッ
クの寄与をみると、平成 2 年から 7 年の間には、経
済成長率 1.41%に対して寄与度 0.35%、平成 7 年か
ら 12 年の間には、同 0.96%に対して寄与度 0.89%、
平成 12 年から 17 年の間には、同 1.30%に対して
寄与度 0.42%、平成 17 年から 21 年の間には、同
-0.82%に対して寄与度 0.38%と、一貫してプラスに
寄与している（図表 4-2-2-7）。

イ�　情報通信資本ストックと労働生産性向上
　我が国の労働生産性成長に対する情報通信資本ス
トックの寄与について見てみると、平成 17 年から
21 年における寄与度は、一般資本ストックが 1.05%、
情 報 通 信 資 本 ス ト ッ ク が 0.12 %、TFP 成 長 率 が
-2.86%となっている（図表 4-2-2-8）。
　平成 12 年から 21 年の間について、製造業とサー
ビス産業における労働生産性成長率に対する情報通信
資本ストックの寄与をみると、製造業では、労働生産
性成長率 3.09%に対して寄与度は 0.15%、サービス
産業では同 -0.33%に対して寄与度は 0.16%となって
いる（図表 4-2-2-9）。

（2000年価格、1995年＝100として指数化）
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情報通信資本ストックの日米比較図表 4-2-2-6

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

 （2）情報化投資による経済成長と労働生産性向上
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ストックの寄与図表 4-2-2-7

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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労働生産性成長に対する情報通信資本ス
トックの寄与図表 4-2-2-8

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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ウ　情報通信産業の経済波及効果
●�情報通信産業の生産活動が我が国の産業全体に及ぼ
す経済波及効果は、付加価値誘発額で全産業最大、
雇用誘発数で小売業に次ぐ規模となっている�

　情報通信産業の全産業に与える経済波及効果を、付加
価値誘発額と雇用誘発数について、他産業と比較する。
　最終需要による経済波及効果について、実質最終
需要 62.5 兆円による平成 21 年の付加価値誘発額
は、他産業よりも比較的高い 49.7 兆円となり、平成
7 年以降一貫した増加傾向から、減少に転じた（図表
4-2-2-10）。同様に平成 21 年の雇用誘発数をみると、
321万人となり、こちらは対個人サービス（飲食・宿泊・
自営業等）、公共サービス、小売、建設といった産業
に次ぐ規模となっている（図表 4-2-2-10）。
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産業別の労働生産性成長に対する情報
通信資本ストックの寄与図表 4-2-2-9

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html
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主な産業部門の最終需要による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移図表 4-2-2-10

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html

　「各産業の生産活動」に着目して経済波及効果につ
いてみると 7、情報通信産業の付加価値誘発額は平成
21 年で 115.9 兆円と我が国の産業の中でも最大と
なっている（図表 4-2-2-11）。同様に情報通信産業

の生産活動全体による平成 21 年の雇用誘発数をみる
と、711 万人と小売に次ぐ規模となっている（図表
4-2-2-11）。

7  「最終需要による経済波及効果」は、最終需要となる財・サービスに着目した分析で当該部門の最終需要が国内産業にもたらす経済波及効果をみ
るのに対し、「生産活動の経済波及効果」は産業部門に着目し、その生産活動が国内産業にもたらす経済波及効果をみるもの
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（付加価値誘発額）

情報通信産業の生産活動による産業全体への付加価値誘発額は全産業最大の115.9兆円、雇用誘発数は小売についで711万人
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主な産業部門の生産活動による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移図表 4-2-2-11

（出典）総務省「ICT の経済分析に関する調査」（平成 23 年）
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html


